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バリアフリー法の概要

（1）名称

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（通称：バリアフリー法）
知的・精神・発達障害者、
妊産婦、けが人などを
含む

バリアフリー化

（2）基本理念

この法律に基づく措置は、高齢者、障害者等にとって日常生活又は社会生活を営

む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のもの

の除去に資すること及び全ての国民が年齢、障害の有無その他の事情によって

分け隔てられることなく共生する社会の実現に資することを旨として、行われな

ければならない。
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バリアフリー法の概要

（3）バリアフリー法の経緯 [建築分野]
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バリアフリー法の概要

（４）構成 [建築分野]
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バリアフリー法の概要

■特別特定建築物

（５）特別特定建築物、特定建築物

■特定建築物（特別特定建築物を除く）
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バリアフリー法の概要

（６）バリアフリー整備の基準例
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バリアフリー法の概要

左側：移動等円滑化基準（適合義務)
右側：移動等円滑化誘導基準(推奨事項）

（６）バリアフリー整備の基準例



Hyogo Prefecture

07
バリアフリー法の概要

左側：移動等円滑化基準（適合義務)
右側：移動等円滑化誘導基準(推奨事項）

（６）バリアフリー整備の基準例
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高齢者等の外出機会の増加等によりバリアフリーに対する量的・質的ニーズが上昇

（1）背景

障害者差別解消法の改正
（令和６年４月施行）

合理的配慮の提供が義務化によ
り、高齢者、障害者等の外出機会
の一層の増加が見込まれる

バリアフリー対応を要する者の増加

高齢者と知的・精神・発達障害者は増加
肢体不自由者、乳幼児は、横ばい～わず
かに減少であるが、外出機会の増加を踏
まえると、施設整備における配慮が重要

バリアフリー法施行令の改正について
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高齢者等の外出機会の増加等によりバリアフリーに対する量的・質的ニーズが上昇

（1）背景

① 車椅子使用者利用便房（多機能トイレ）の利用集中

バリアフリー法施行令の改正について
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現行基準 新基準

車椅子

トイレ

2,000㎡以上の
特別特定建築物：１以上

2,000㎡以上の特別特定建築物：原則、各階に１か所

【例外】
[小規模階（1,000㎡以下の階）を有する場合]

小規模階の床面積の合計1,000㎡ごとに１か所

[大規模階（10,000㎡超の階）を有する場合]

10,000～40,000㎡：各階に2か所
40,000㎡超：超える部分20,000㎡以内ごとに１か所
追加

車椅子

駐車区画

2,000㎡以上の
特別特定建築物：１台以上

2,000㎡以上の特別特定建築物で
駐車台数が200台以下 ：２％以上

200台超：１％＋２以上
（端数切上げ）

車椅子用

客席

基準なし 2,000㎡以上の特別特定建築物で
総数400席以下 ：２席以上
総数400席超 ：0.5％以上

（端数切上げ）

国は、車椅子トイレ・車椅子使用者用駐車区画・車椅子用客席に関する
移動等円滑化基準を改正（令和６年６月21日公布、令和７年６月１日施行）

★従来の「最低限１つ設ける」から、「規模に応じて複数設ける」に考え方がシフト

バリアフリー法施行令の改正について

（2）主な改正内容


